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内容 

 平成の大改正といわれている民法改正は，契約を中心とする債権法に関する改正であり，契約社会に大き
な影響を及ぼすことになると考えられます。経済実務のみならず法律実務においても，改正によって条文の法
律要件に該当する要件事実がどのような影響を受けるのか，主張立証の責任の所在はどうなるのか大きな
関心が持たれるところです。 

本書では，新債権法の改正内容・目的等について現行法と対比しながら簡潔に解説するとともに，要件事
実論の観点から各条の位置づけ・関係（権利根拠規定－権利障害・消滅・阻止規定）を明らかにしながら主張
立証責任について解説しており，改正内容，ひいては民法全体の理解が深まることと思います。裁判官や弁
護士等，実際に法律実務を運用していく専門家のみならず，契約等に関わる経済実務家にとっても貴重な指
針となるでしょう。  
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